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社会を構成する一員として地域で暮らし続けるために

１、実態調査から見る生活介護事業の現状

２、「地域社会の一員」になるために

３、地域社会で暮らし続けるために必要なこと

４、発展途上にある日中活動支援事業



１、実態調査から見る生活介護事業の現状

■「平成25年度全国生活介護事業実態調査

報告」（平成27年3月発行）

調査期日 平成25年10月1日

生活介護事業所

通所系 ８９９ （62.9% 1,429送付）

入所系 １，０２４ （65.3% 1,567送付）

利用者数

通所系 ２７，５５６人（平均30.7人/事業所）

入所系 ６２，７２２人（平均61.3人/事業所）



表８ 利用者年齢 通所系



表８ 利用者年齢 入所系



表８ 利用者年齢 通所系／入所系
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表７４ 高齢化・重度化への対応状況



『問題有り』と答えたうち、高齢化や早期退行へ
の対応のために急務とされること



表９ 障害程度区分 通所系



表９ 障害程度区分 入所系



表１０ 療育手帳程度別 通所系



表１０ 療育手帳程度別 入所系



表１１ 身体障害の状況 通所系／入所系
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表１１ 身体障害の状況 通所系／入所系
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表１３ 自閉症・発達障害等の状況 通所系



表１３ 自閉症・発達障害等の状況 入所系



表７３ 強度行動障害者への対応状況



受け入れていない理由 全体



表７５ 医療ケア 通所系



表７５ 医療ケア 入所系



ケア内容別利用者数



医師の指示の有無



表５２ 食事の提供（通所系事業所数）



表５６ 入浴の状況（通所系事業所数）



表６２ 生産活動の機会の提供と工賃の支給



表６４ 工賃を支給している場合の平均工賃月額



表３４ 利用者の意思・希望の反映状況 通所系



表３５ 利用者の満足度向上のための取り組み 通所系



表３６ 家族の満足度向上のための取り組み 通所系



表１４ 複数事業の利用状況（日中活動）



表７６ 大規模災害を想定した防災計画の策定 通所系



表７６ 大規模災害を想定した防災計画の策定 入所系



表７９ 福祉避難所の指定・締結の状況 通所系



表７９ 福祉避難所の指定・締結の状況 入所系



２、「地域社会の一員」になるために

○法律等

・「地域社会を構成する一員」（社会福祉法

第４条、障害者基本法第3条第1項）

・当協会倫理綱領4 ・行動規範

○地域社会との関係形成

・地域社会の中で活動を展開

・地域の社会資源の活用

・地域住民との関係構築

・地域での存在感発揮

○地域社会の一員としての役割と意識形成



倫 理 綱 領

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

前 文
知的障害のある人たちが、人間としての尊厳が守られ、豊かな人生を自己実現できる
よう支援することが、私たちの責務です。そのため、私たちは支援者のひとりとして、
確固たる倫理観をもって、その専門的役割を自覚し、自らの使命を果たさなければなり
ません。
ここに倫理綱領を定め、私たちの規範とします。

１．生命の尊厳
私たちは、知的障害のある人たちの一人ひとりを、かけがえのない存在として大切に
します。
２．個人の尊重
私たちは、知的障害のある人たちの、ひとりの人間としての個性、主体性、可能性を
尊びます。
３．人権の擁護
私たちは、知的障害のある人たちに対する、いかなる差別、虐待、人権侵害も許さ
ず、人としての権利を擁護します。
４．社会への参加
私たちは、知的障害のある人たちが年齢、障害の状態などにかかわりなく、社会を構
成する一員としての市民生活が送れるよう支援します。
５．専門的な支援
私たちは、自らの専門的役割と使命を自覚し、絶えず研鑽を重ね、知的障害のある人
たちの一人ひとりが豊かな生活を実感し、充実した人生が送れるよう支援し続けます。36



障害者総合支援法 第一条の二 基本理念

障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支
援は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的
人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであ
るとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け
隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生
する社会を実現するため、全ての障害者及び障害児が可能な
限りその身近な場所において必要な日常生活又は社会生活を
営むための支援を受けられることにより社会参加の機会が確保
されること及びどこで誰と生活するかについての選択の機会が
確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げら
れないこと並びに障害者及び障害児にとって日常生活又は社
会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、
慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨として、
総合的かつ計画的に行わなければならない。

(平二四法五一・追加)



共生社会を実現するために
（障害者総合支援法 第１条の２ 基本理念）

障害者及び障害児が日常生活または社会
生活を営むための支援は、・・・・

・・・・共生する社会を実現するために・・・・

・・・・可能な限りその身近な場所において・・・・

１ 社会参加の機会の確保

２ 地域社会における共生

３ 社会的障壁の除去

に資するよう、

総合的かつ計画的に行われること



社会資源の活用事例
林町デイセンター

図書館の活用



林町デイセンター
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デイセンターあゆみの家

「オリーブ」 缶回収

垂井町役場 缶回収 あいはら小学校 缶回収
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「たいやきくん」の活動
関ヶ原町内の道路周辺清掃活動
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たいやきくん活動： 関ヶ原町広報（平２５年３月号）に掲載
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３、地域社会で暮らし続けるために必要なこと

○様々なことにチャレンジし体験できる機会の

創出と提供

○関係者間の連携

○障がい福祉サービス等の拡充と開発



その人らしい生活を、地域で支えるために
さまざまな立場の人たちが協働すること

行政機関

医療機関

家族・親族

近隣の人たち

地域にある
福祉サービス

その他様々な
地域の資源

利用者



障害福祉サービス等の拡充と開発

地域で安心して暮らし続けるためには、日中

の活動支援以外の支援についても、その見直

し、拡充が急務。

■日中一時支援事業

■短期入所事業

■グループホーム

■移動支援

■居宅介護等（行動援護、重度訪問介護等）

■送 迎
52



表７２ 日中一時支援事業の実施 通所系



表７０ 短期入所事業の実施 通所系



表７０ 短期入所事業の実施 入所系



表７１ 実施している場合の緊急的な利用ニーズ
への対応 通所系



表７１ 実施している場合の緊急的な利用ニーズ
への対応 入所系



表１６ 生活介護利用者の生活の場 通所系



表１６ 生活介護利用者の生活の場 入所系



移動支援について 6/2協会ﾋｱﾘﾝｸﾞ意見

○ 障害者権利条約第９条による移動の保障を
すべきと考える。

○ 障がい種別を問わず、人として自由な行動
が保障されるよう、障がい児・者の移動支援
は個別給付とすべきと考える。

○ また、通園・通所・通学・通勤・社会参加等、
通年かつ長期に渡る外出等においても移動
支援を利用できるようにするとともに、

○ 必要な場合には、入所施設においても、移
動支援を利用できるようにすべきと考える。



表４２ 通所方法別利用者数



表１４ 複数事業の利用状況（居宅系）



４、発展途上にある日中活動支援事業

○生活介護の支援の内容が問われている

○日常生活と社会生活の支援のあり方

○今後に向けて

・各地の実践例の蓄積

・制度の改善



生活介護の支援の内容
（第8回報酬改定検討チーム資料 20141006）









財政制度審議会分科会資料から （20150427）





支援とは

支援とは、

『人の発達、教育、興味及び個人的幸福

（well - being）を促進することを目的として、

ある人の働きを高める資源や方策』

であ
る。

〈「知的障害、定義、分類及び支援体系」

日本発達障害福祉連盟 P18〉



「骨格提言」 おわりに
〈平成23（2011）年8月30日〉

ある社会が

その構成員のいくらかの人々を

閉め出すような場合

それは弱くもろい社会である。

【昭和54（1979）年国連決議 国際障害者年行動計画】




